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１．はじめに

本稿は２０１３（平成２５）年度駿河台大学特別研究助成費・経済研究所所長
の推薦を受け、経済経営学部の大森一宏教授を代表とする高垣行男教授と
共に研究を行った成果である。なお、本稿に関するすべては筆者らの責に
帰するものである。また経済研究所方針の一つである「大学周辺地域に役
立つ研究所として、地域社会に貢献する」１ことを念頭に置き、大学の地域
連携に関する基本的な現状を認識しながら、その課題や問題点等を掘り下
げていくことを目的の一つとしている。
このようなことから、大学が地域の知の拠点として機能するためには何

が必要かについて、会計の観点から構築することも考えていきたい。本学
においては、経済研究所において地域連携の研究が行われており、会計学
研究も地域連携のものに限定されている。本学が地域の中核として機能す
るためには、このような先行研究も把握する必要がある。よって本稿では、
まず、これまでに行われてきた当該研究の概要を述べる。
なお、紙幅の関係も大きいことから、本稿では、１．はじめに、２．こ

れまでの本学における会計学研究による経済研究所での地域経済研究活動、
３．わが国の大学をめぐる現状および地域連携の意義、４．おわりに、の
章立てにより検討を行う。１は市川および孔、２は孔、３は市川、４は市
川および孔が担当している。以上を踏まえ、最終的には、大学の地域連携
における会計研究の考え方を掘り下げ、その問題や課題等を発見し、会計
研究の在り方を模索していきたいと考える。
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２．これまでの本学における会計学研究による経済研究所
での地域経済研究活動

本学においては、経済研究所において地域連携の研究が行われており、
会計学研究も地域連携のものに限定されている。
以下では、これまでに行われてきた研究概要を述べることにする。
本学では、これまでに３回地域連携の会計学研究が行われてきている。
先ず、２００１年度であるが、橋本尚教授を代表とする「わが国における企

業会計制度改革の現状と課題」という表題で研究がなされている。
橋本尚教授、小林秀行教授、久持英司講師、八田進二教授による会計学

研究であり、その共同研究の総括に次のように述べられている。「会計基
準は、資本市場の重要なインフラストラクチャーである。企業経営のグ
ローバル化の中で、企業が開示する会計情報の透明性が国内外から強く求
められている。わが国の会計基準および監査基準は、近年、国際的調和の
名の下に、急速なテンポで次々と新設・改訂が進められており、国際的に
も遜色のないものとなりつつある。また、２００１年７月２６日には、財団法人
『財務会計基準機構』が設定された。こうしたわが国における企業会計制
度改革の基本理念は、国際的調和化を指向し、国際財務報告基準をはじめ
とするグローバル・スタンダードとの整合性を図るとともに、企業の経済
的実態を可能なかぎり明らかにし、また、合せて利益操作の余地を排除す
るために、企業会計の透明性を確保し、財務諸表の比較可能性を高めるこ
とにより、効率的な資源配分をいっそう促進することにある。」２。
そこで、久持英司講師によって、「アメリカにおける収益の認識に関す

る最近の動向―SAB１０１の規定を中心に―」と題する論文が、最終報告と
して掲載されている。
久持講師によると、「……アメリカのみならず、国際会計基準審議会

（International Accounting Standards Board：IASB）も売上と収益の認
識の関係に関する会計基準を見直す方針を打ち出している。日本もこの流
れを受けて、収益の認識に関する包括的な会計基準を設定する必要に迫ら
れるであろう。とはいえ、アメリカおよびIASBの会計基準とは異なり、
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収益に関する包括的な会計基準を設定する必要に迫られるであろう。
……」３。
日本、そして埼玉県飯能市における会計基準にも、当時から、国際的な

会計基準の動向が大きな影響を及ぼすことを予見する卓抜した内容になっ
ている。
２つ目の研究は、２００７年度から２００８年度にかけて、筆者（孔炳龍）を代

表とする「現代会計学の理論的考察と新会計基準の地元地域企業への影響
について」という表題で研究が行われている。
この研究は、筆者（孔炳龍）、湯浅由一教授、市川紀子准教授、および

栗原正樹駿河台大学経済研究所特別研究員によってなされた。
筆者（孔炳龍）は、２００７年度において「現代会計学の理論的考察と新会

計基準の地元地域企業への影響について（上）」をそして２００８年度におい
て、栗原特別研究員と「現代会計学の理論的考察と新会計基準の地元地域
企業への影響について（下）」を研究している。
これらの研究では、国際会計基準とのコンバージェンスが進む中、リー

マンショックという世界同時不況が発生した当時において、当時の日本の
会計基準（金融商品会計基準、固定資産の減損会計基準、そしてリース会
計基準）が、地元埼玉県の３企業（Ａ社、Ｂ社、Ｃ社）の企業業績と財政
状態にいかに影響しているかを分析している。
当該研究では、地元埼玉県の３企業に関していえば、一般の上場企業に

比べて、世界不況の中、時価会計の影響を受けているのは保有している有
価証券の損失に共通点が見られるものの、その財務諸表への影響度合いは、
必ずしも多いほどのものではなかったことが指摘されている。その理由と
しては、当該研究では、「地域」要因や「規模」要因といった諸要因を想
定している。
つまり、有価証券に関しては、このような地域や規模の要因が影響する

度合いは少ないと考えられるのに対して、固定資産の減損処理やリース会
計処理の影響があまり見られないのは、これら「地域」要因や「規模」要
因といった他の要因の影響を多分に受けているからではないかと結論づけ
ている。
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この他、２００７年度においては、市川紀子准教授によって「現代会計学の
理論的考察」の研究がなされている。また、２００８年度においては、筆者
（孔炳龍）と栗原特別研究員による「現代会計学の理論的考察―世界不況
と時価会計―」の研究もなされている。
３つ目の研究は、２０１２年度において、筆者（孔炳龍）を代表とする「公

会計の財務諸表開示の指針について 飯能市財務４表の検討を中心とし
て」という表題の研究である。
この研究は、筆者（孔炳龍）、湯浅由一教授、狩谷求教授、市川紀子准

教授によってなされた。
当該研究では、飯能市の財務４表を中心に、基準モデルと改訂モデルに

ついて、その選択の指針の必要性を考察している。
当該研究では、公会計は、企業会計と異なり、経済主体の資金調達の観

点と公共部門の経済主体の受託責任、政府活動の業績・成果そして予算準
拠性を評価するための情報という観点から、会計情報を自発的に開示する
誘因が存在しないと考えている。このことを前提として、基準モデルと改
訂モデルの選択を、地方公共団体のただ単に自主性に委ねているだけの現
行の方策について疑義を提起している。
さらに、当該研究では、基準モデルと改訂モデルを選択するにあたって、

ただ、それを地方公共団体の自由選択にするのではなく、何らかのコスト
と便益についての判断の指針を提供すべきであることを提案している。
他方では、当該研究は、情報利用者の意識の向上と、会計的知識の習得

の必要性があることも指摘している。企業会計における利害関係者（株主
など）が株主総会などで意見を述べるように、公会計の情報利用者（市民
など）も、地方公共団体が提供している会計情報を理解し、それに基づい
て、行動（選挙など）を変化させることによって、公会計の経済主体の情
報提供行動に影響を与えることの必要性を示唆している。
なお、この他に、市川紀子准教授によって「新地方公会計制度に関する

現状と課題」という研究もなされている。
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３．わが国の大学をめぐる現状および地域連携の意義

前節では、これまでの本学における会計学研究による経済研究所での地
域経済研究活動の成果を述べた。繰り返すが、これまで３回地域連携の会
計学研究が行われてきた。１つ目は、日本、そして埼玉県飯能市における
会計基準にも、当時から、国際的な会計基準の動向が大きな影響を及ぼす
ことを予見する卓抜した研究が行われ、２つ目は、地元埼玉県の３企業に
関していえば、一般の上場企業に比べて、世界不況の中、時価会計の影響
を受けているのは保有している有価証券の損失に共通点が見られるものの、
その財務諸表への影響度合いは、必ずしも多いほどのものではなかったこ
とが研究の成果の１つとして指摘されている。３つ目は、飯能市の財務４
表を中心に、基準モデルと改訂モデルについて、その選択の指針の必要性
を考察し、基準モデルと改訂モデルの選択を、地方公共団体のただ単に自
主性に委ねているだけの現行の方策について疑義を提起している研究成果
を導き出している。本稿ではこれに続く、４つ目として、会計学を通した
大学における地域連携の現状と課題について検討していく。
最初に、わが国の大学をとりまく現状を確認しておく。１８歳人口に関わ

る状況や高等教育機関への進学率の推移、また大学の学校数及び学生数の
推移、大学の学科別学生割合などについて文部科学省が公開しているデー
タを参考に確認していきたい。
図表１は、１８歳人口、高等教育機関への進学率の推移である。当該図は、

文部科学省のホームページで紹介されている生涯学習分科会第５８回（２０１１
（平成２３）年９月８日）の配布資料の一部から抜粋している。この図は文
部科学省の「学校基本調査」、総務省「日本の将来推計人口」の資料を元
にしている。図表１からも分かるように、今後１８歳人口は減少していくも
のの、２０１０（平成２２）年度時点を確認すれば、全体として大学や短大など
への進学率は右肩上がりの推移を示していることがわかる。
図表２は、大学の学校数及び学生数の推移である。この図も、上記と同

様に、文部科学省のホームページで紹介されている生涯学習分科会第５８回
（２０１１（平成２３）年９月８日）の配布資料の一部から抜粋している。当該
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図の説明によれば、大学数には通信教育のみを行う学校を含んでおり、学
生数には大学院、専攻科、別科を含んでいる。また、この図は、文部科学
省の「学校基本調査」を資料を元にしている。図表２からも理解できるよ
うに、大学の学生数及び学生数の推移も、基本的には右肩上がりの推移を
示している。
図表３は、大学の学科別学生割合である。この図も、上記の図表１およ

び図表２と同様に、文部科学省のホームページで紹介されている生涯学習
分科会第５８回（２０１１（平成２３）年９月８日）の配布資料の一部から抜粋し
ている。また、この図は、文部科学省「学校基本調査」の資料を元にして
いる。図表３が示すように、わが国の大学の学科別学生割合をみると、社
会科学が３４．９％であり、他の学科別と比べると一番多い割合を示している
ことがわかる。次点は工学の１５．７％、そして人文科学の１５．２％が続く。
以上の図表１～図表３を確認したことから、今後は１８歳人口は減少して

図表１ １８歳人口、高等教育機関への進学率の推移

出所：文部科学省「生涯教育社会の実現に向けて高等教育機関に期待される役割につ
いて（グループ２）―データ編―」２０１１．１０登録資料、２０１５．０６．１１参照、〈http:／／
www.mext.go.jp／b_menu／shingi／chukyo／chukyo２／siryou／__icsFiles／afieldfile／
２０１１／１０／１７／１３１１６２４_８.pdf〉
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いくものの、大学等の高等教育機関への進学率は高いことが予想され、ま
た近年の学科別割合では、社会科学が一番多いことが理解できた。
さて、わが国では大学等における産学官連携事業等はすでに広く周知さ

れており、また近年において「地（知）の拠点整備事業（大学COC事業）」
が文部科学省高等教育局大学振興課大学改革推進室において推進されてい

図表２ 大学の学校数及び学生数の推移

出所：文部科学省「生涯教育社会の実現に向けて高等教育機関に期待される役割につ
いて（グループ２）―データ編―」２０１１．１０登録資料、２０１５．０６．１１参照、〈http:／／
www.mext.go.jp／b_menu／shingi／chukyo／chukyo２／siryou／__icsFiles／afieldfile／
２０１１／１０／１７／１３１１６２４_８.pdf〉

図表３ 大学の学科別学生割合（２０１０（平成２２）年３月）

出所：文部科学省「生涯教育社会の実現に向けて高等教育機関に期待される役割につ
いて（グループ２）―データ編―」２０１１．１０登録資料、２０１５．０６．１１参照、〈http:／／
www.mext.go.jp／b_menu／shingi／chukyo／chukyo２／siryou／__icsFiles／afieldfile／
２０１１／１０／１７／１３１１６２４_８.pdf〉
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る。当該事業は「大学等が自治体を中心に地域社会と連携し、全学的に地
域を志向した教育・研究・社会貢献を進める大学等を支援することで、課
題解決に資する様々な人材や情報・技術が集まる、地域コミュニティの中
核的存在としての大学の機能強化を図ることを目的」４としている。
図表４のとおり、２０１５年１月３０日付の文部科学省高等教育局大学振興課

大学改革推進室の事業説明会資料では「地（知）の拠点大学による地方創
生推進事業」の事業目的として「地方の大学群と、地域の自治体・企業や
NPO、民間団体等が協働し、地域産業を自ら生み出す人材など地域を担
う人材育成を推進」５を掲げ、続けて大学COC事業の要件に「自治体の教育
振興基本計画や申請内容に係る自治体の基本計画等への申請大学の役割の
記載、地域の複数大学、中小企業やベンチャー企業、NPO等との連携」６と
いう内容を追加している。
以上のような追加条件や、その目的を鑑みると、現段階では、いわゆる

地域社会を担う人材育成とそれに関わる雇用状況に重点を置いていること
が理解できる。
先に述べた、大学等の高等教育機関への進学率の伸び率等を鑑みると、

図表４ 大学を「地（知）の拠点（COC）」へ

出所：文部科学省「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC＋）事業説明
会資料」２０１５．０１．３０資料、２０１５．０３．１１参照、〈http:／／www.mext.go.jp／a_menu／
koutou／kaikaku／coc／__icsFiles／afieldfile／２０１５／０２／１２／１３５４７１６_０２.pdf〉
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地域社会を担う人材育成に関して「大学」は重要な役割を担っていること
がわかる。また、本学は社会科学系の学部等を設置している大学である。
上記の図表３からもわかるように、わが国の近年の学科別割合では社会科
学が一番多い。よって本学部は今後、地域社会を担う人材育成とそれら関
わる雇用状況に関して期待できる役割は多いと考える。
なお、埼玉県内の２０１４年度のCOC事業採択に関しては、十文字学園女

子大学が唯一の採択校となっており、事業名は「新座市をキャンパスに！
＋（プラス）になる人づくり、街づくり」７である。また、２０１４年度の地
（知）の拠点整備事業申請・採択状況を確認すると、申請数は２３７件、採択
数は２５件であった８。なお、すでにホームページ等を通じて公表されてい
るが、文部科学省は「成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推
進」の事業の趣旨として「専修学校、大学、大学院、短期大学、高等専門
学校、高等学校等と産業界等が産学官コンソーシアムを組織し、その下で
具体的な職域プロジェクトを展開し、協働して就労、キャリアアップ、
キャリア転換に必要な実践的な知識・技術・技能を身につけるための学習
システム等を構築する。そのような取組を通じて、成長分野等における中
核的専門人材や高度人材の養成を図るとともに、特に、社会人や女性の学
び直しを全国的に推進する」９ことを掲げている。そして当該報告書のポイ
ントを次のように述べている１０。
⑴ 経済社会の変化やグローバル化等が進む中で、我が国経済社会の一層
の発展を期すためには、経済発展の先導役となる産業分野等への人材移
動を円滑に進めるとともに、それらの人材が有する専門技術を高めてい
くことが不可欠。

⑵ このため、産業界等と教育機関との連携強化を図りつつ、個々人が、
自らの希望する職業生活に必要な知識・技術・技能等を生涯にわたって
継続して修得し、職業能力向上を目指すことができる社会の実現を目指
し、「学校」と「職場」間の円滑な選択・移動が可能となる学習システ
ムを構築する。

⑶ 今後の具体的な方策として、産学官コンソーシアムを整備し、産業界
等のニーズを踏まえた人材養成策の策、社会人等が実践的な職業能力を
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向上するための新たな学習システムの開発（モデル・カリキュラム基準
や達成度評価の実証等）、各分野における専門的・実践的な教育の質の
保証・向上のための仕組みづくり等が指摘され、来年度から実証段階に
入る。
以上をまとめたものが図表５である。すなわちここにおいても、人材育

成が１つの焦点となっている。当該推進の背景には、２０１３年６月に閣議決
定した日本再興戦略の雇用制度改革・人材力の強化のなかで謳われた女性
の活躍促進（社会人の学び直し支援等を行うほか、女性の起業等を促進す
る）、また若者・高齢者等の活躍促進などがあげられる。

図表５ 成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進

出所：文部科学省「成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進」２０１５．
０３．１１参照、〈http:／／www.mext.go. jp／a_menu／shougai／senshuu／__ icsFiles／
afieldfile／２０１４／０７／０３／１３４９４１５_０２_１.pdf〉
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以上を踏まえ、会計分野が携わる一つの可能性として、学び直しや地域
の経理人材育成に適した教材開発および簿記の実習授業などが考えられよ
う。また本件に関しては本学の卒業生である、いわゆるOB・OGを対象と
した展望も考えられる。さらには専門的な資格等をもたない主婦等に対し
ても、いわゆる地域での活動を足掛かりとした再就職や起業を希望する女
性を含めた支援なども文部科学省は謳っており１１、教養としての簿記の知
識の必要性も考えられる。

４．おわりに

今回の特別研究で明らかになったことは、地域と連携して大学において
経済・経営・会計学の研究がなされている事例は、全国的には数少ないと
いうことである。そのような中、駿河台大学の経済研究所では、地域と連
携して経済・経営・会計の研究がこれまで少なからず行われてきている。
本稿では、まず駿河台大学経済研究所でこれまで行われてきた会計学研究
について概要を述べた。２００１年度から２０１２年度まで３回、会計学研究が行
われているが、いずれも、国際的に会計基準がコンバージェンスする中、
地元地域の企業会計および地元飯能市の公会計にいかに影響が及ぼされて
いるかを明らかにしている。また、わが国では大学等における産学官連携
事業等はすでに広く周知されており、また近年において「地（知）の拠点
整備事業（大学COC事業）」が文部科学省高等教育局大学振興課大学改革
推進室において推進されている。その目的を鑑みると、現段階では、いわ
ゆる地域社会を担う人材育成とそれに関わる雇用状況に重点を置いている
ことが理解できた。さらに文部科学省は「成長分野等における中核的専門
人材養成の戦略的推進」の事業の趣旨を取り上げ、そこにおいても、人材
育成が１つの焦点となっていたことを述べた。以上を踏まえ、会計分野が
携わる一つの可能性として、学び直しや地域の経理人材育成に適した教材
開発および簿記の実習授業などが考えられよう。また本件に関しては本学
の卒業生である、いわゆるOB・OGを対象とした展望も考えられる。上記
でも述べた通り、地域での活動を足掛かりとした再就職や起業を希望する
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女性を含めた支援なども文部科学省は謳っており、教養としての簿記の知
識の必要性も考えられる。
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